別紙２

環境省委託事業　

平成２７年度サプライチェーンにおける温室効果ガス排出量等算定方法調査委託業務

「経年排出量の算定・開示支援」「算定結果の活用支援」

参加事業者募集要綱
環境省では、原料調達や物流、廃棄等のサプライチェーンの各段階での温室効果ガス排出量の把握や管理等に係る検討のために、本年度の委託事業「平成２７年度サプライチェーンにおける温室効果ガス排出量等算定方法調査委託業務」（以下「本委託事業」という。）を実施しています。
本委託事業の一環として、以下の支援を実施いたしますので、希望する事業者（以下「参加事業者」という。）を募集いたします。
１．経年排出量の算定・開示支援

サプライチェーンにおける温室効果ガス排出量（以下「サプライチェーン排出量」という。）について、二年以上にわたり算定している企業に対して、経年評価の実施や開示方法等、算定結果の分析にかかる支援を実施するもの
２．算定結果の活用支援

サプライチェーン排出量削減に関して実施済の取組みや確実に実行する計画がある企業に対して、サプライチェーンにおける算定範囲の考え方や現在の算定範囲、算定結果の妥当性等、取組みの評価にかかる支援を実施するもの
なお、本公募及び本委託事業に関する事務運営は、「みずほ情報総研株式会社」（以下「みずほ情報総研」という。）が実施いたします。
１．支援の詳細
　(１)　 経年排出量の算定・開示支援
· 対象企業
サプライチェーン排出量を二年以上にわたり算定している企業

· 想定する参加事業者側の課題

複数年分の算定結果を持っているが、各種の事情（例：事業上の変化（売上増や事業買収等）や算定方法の変更（排出係数の変更、算定範囲の拡大等））により、経年評価が難しく、適切な分析・解釈の方法が分からない。または、適切な開示方法が分からない。

· 支援方法
· 個社別面談２回を通じて支援を実施。
· １回目　：　課題の確認と、解決策の提示（場合によって企業側へ宿題）
· ２回目　：　解決策の実施結果の確認
· 　応募条件
· サプライチェーン排出量を二年以上算定していること。

· 支援遂行の過程で必要となるサプライチェーン排出量の算定や支援結果報告書の作成等は、参加事業者が実施すること。

· 支援結果報告書は、原則として2015年１月末日までに作成すること。

· 支援結果報告について、本委託事業に係る有識者会議への報告書とグリーン・バリューチェーンプラットフォームへ掲載されることに同意すること。なお、現在のグリーン・バリューチェーンプラットフォームの掲載内容は以下のとおりである。

（http://gvc.go.jp/business/case_smpl.html）。

※本年度の掲載内容は、昨年度と比較して変更が生じる可能性がある。

(２)　 算定結果の活用支援
· 対象企業

排出量削減の取組みを実施済、または確実に実施する計画がある企業

· 想定する参加事業者側の課題

個社あるいはグループ会社、他企業・顧客等との連携による排出量削減の取組みを実施した（あるいは確実に実施する計画がある）が、削減効果の算定方法が分からない。または、自社による算定結果が適切か分からない。

· 支援方法
· 個社別面談２回を通じて支援を実施。
· １回目　：　課題の確認と、解決策の提示（場合によって企業側へ宿題）
· ２回目　：　解決策の実施結果の確認
· 　応募条件

· 排出量削減の取組みを実施済、または確実に実施する計画があること。

· 支援遂行の過程で必要となるサプライチェーン排出量の算定や支援結果報告書の作成等は、参加事業者が実施すること。

· 支援結果報告書は、原則として2015年１月末日までに作成すること。

· 支援結果報告について、本委託事業に係る有識者会議への報告書とグリーン・バリューチェーンプラットフォームへ掲載されることに同意すること。なお、現在のグリーン・バリューチェーンプラットフォームの掲載内容は以下のとおりである。

（http://gvc.go.jp/business/case_smpl.html）。

※本年度の掲載内容は、昨年度と比較して変更が生じる可能性がある。

· 環境省あるいは事務局から、本委託事業における環境省の制作物への意見出しやグリーン・バリューチェーンプラットフォームへの掲載資料の修正等の要請があった場合は、その対応に最大限協力すること。

２．募集期間及び募集事業者数

· 募集期間

２０１５年９月１日（火）～９月３０日（水）当日消印有効

· 採択事業者数

それぞれの支援で最大１０社
３．応募手続及び参加事業者の採択について

· 応募手続
算定支援を希望する事業者は、添付の「応募申請書」に必要事項を記載し、押印の上、提出期限までにみずほ情報総研（詳細は「４．応募申請書提出・問い合わせ先」を参照）へ提出してください。提出された応募申請書は本支援の採択に関する審査以外の目的には使用しません。
· 参加事業者の採択
応募申請書の記載内容を勘案し、環境省と協議の上、採択させていただきます。
なお、採択の結果につきましては、応募事業者に個別に連絡いたします。

４．応募申請書提出・問い合わせ先

· 応募申請書提出先

別紙の「応募申請書」に必要事項を記入、押印の上、下記送付先にお送り下さい。
なお、採択の結果に関わらず、応募書類は返却いたしません。

送付先：〒101-8443　東京都千代田区神田錦町２－３

みずほ情報総研株式会社　環境エネルギー第２部　柴田　宛

※弊社への郵便物は、必ず担当名までご記入ください。
※「応募申請書」を郵送した旨を下記問い合わせ先（メール）までご連絡ください。

· 問い合わせ先

みずほ情報総研株式会社　環境エネルギー第２部　柴田、橋本、北
※ご質問はメールにてお願いいたします。

E-mail：scm@mizuho-ir.co.jp
（TEL：０３－５２８１－５３２９）

５．留意事項
（１）本支援はみずほ情報総研が実施する。

（２）本支援に関する活動費用（交通費等）は、参加事業者が負担すること。

（３）個社別打合わせは原則としてみずほ情報総研（東京都千代田区神田錦町２－３）にて実施する。
（４）個社別打合わせ資料の著作権は環境省及びみずほ情報総研に属し、参加事業者は非独占的使用権を許諾されるものとする。（複製、改変に関しては自己利用のみ可能）。

なお、実施結果報告にかかるグリーン・バリューチェーンプラットフォームへの掲載資料の著作権については、申請事業者に属するものとする。

（５）本事業において、環境省及びみずほ情報総研に提供された企業情報及び個人情報については、本事業の遂行に必要とされる範囲に限り、環境省及びみずほ情報総研が使用することに同意すること。
（６）本支援に関する環境省及びみずほ情報総研の要請に対応すること。なお、参加事業者がこの要請に応じないなど、本支援に著しい支障を与えると判断される場合においては、本支援の全てが中止される場合がある。
以上


平成27年　　月   日
みずほ情報総研株式会社　宛
「経年排出量の算定・開示支援」「算定結果の活用支援」　

応募申請書
　標題支援について、募集要綱の応募条件に同意の上、下記のとおり応募します。

	【共通】　（希望する支援に○を付けてください。）

	１．経年排出量の算定・開示支援
	
	以下の【共通】及び【１.経年】の欄にご記入ください。

	２．算定結果の活用支援
	
	以下の【共通】及び【２.活用】の欄にご記入ください。


	【共通】　申請者情報

	所属企業
	
	印


	部署名、役職、氏名
	
	


	【共通】　連絡担当者情報

	部署名等
	

	役職等
	

	ふりがな
	

	氏名
	

	e-mail アドレス
	

	電話番号
	

	FAX番号
	

	所在地
	〒


	【１．経年】　サプライチェーン排出量算定の現況

	算定の目的
	【サプライチェーン排出量の算定を行っている目的について、ご記入ください。】



	（現時点で想定している）

算定結果の活用等の方法
	【現時点での算定結果の活用・情報公開の方法について、ご記入ください。】


	算定範囲
	【現在の算定範囲をご記入ください。】



	サプライチェーン排出量の削減取組
	【サプライチェーン排出量の削減取組をご記入ください。】


	算定結果の経年評価
	【経年評価の実施有無について、ご記入ください。】



	
	【経年評価の実施にかかる課題について、ご記入ください。】



	算定結果の開示
	【算定結果開示の実施有無について、ご記入ください。】


	
	【算定結果開示にかかる課題について、ご記入ください。】



	課題と希望支援内容
	【上記課題について、希望する順に課題と支援内容をご記入ください。】




	【２．活用】　（１）　サプライチェーン排出量削減取組み実績（計画）の内容

	削減取組み実績

（計画）の内容
	【削減取組み実施（計画）時期について、ご記入ください】

　　　　　　　　　　　　～　

　　　　　　　　　　　　～　

	
	【削減取組み内容について、具体的にご記入ください。】



	削減取組み範囲
	【削減取組みの範囲について、該当するものをお選びください。】

	
	①　自社のみ
	②　グループ会社と

連携
	③　サプライヤーや

お客様と連携

	削減取組みとその評価にかかる課題
	【削減取組みとその評価について、希望する順に課題と支援内容ご記入ください。また、グループ内外との連携そのものについて課題をお持ちの場合などもご記入ください】



	【共通】　グリーン・バリューチェーンプラットフォームに開示可能な内容　

	開示可能な内容

（該当する方に○）
	定性的内容のみ開示可能
	定性的内容に加え、サプライチェーン排出量算定結果の15カテゴリの割合も開示可能

	その他（任意）
	【アピールしたい内容があればご記入ください。】




	【共通】　ご意見・ご要望等（任意）

	


以上
【別紙】

平成27年●●月××日
みずほ情報総研株式会社　宛
「経年排出量の算定・開示支援」「算定結果の活用支援」　

応募申請書＜記入例＞
　標題支援について、募集要綱の応募条件に同意の上、下記のとおり応募します。


	【共通】　（希望する支援に○を付けてください。）

	１．経年排出量の算定・開示支援
	
	以下の【共通】及び【１.経年】の欄にご記入ください。

	２．算定結果の活用支援
	
	以下の【共通】及び【２.活用】の欄にご記入ください。


	【共通】　申請者情報

	所属企業
	
	印


	部署名、役職、氏名
	
	


	【共通】　連絡担当者情報

	部署名等
	


	役職等
	

	ふりがな
	

	氏名
	　○○　●●　、　▽▽　▼▼

	e-mail アドレス
	*****@***、*****@***

	電話番号
	**-****-****、**-****-****

	FAX番号
	**-****-****、**-****-****

	所在地
	〒


	【１．経年】　サプライチェーン排出量算定の現況

	算定の目的
	【サプライチェーン排出量の算定を行っている目的について、ご記入ください。】

＜例＞

・自社製品の省エネ性能の改善効果を、サプライチェーン排出量の削減量として評価し、対外的にアピールするため。

・CDP気候変動プログラムに開示するため。

	（現時点で想定している）

算定結果の活用等の方法
	【現時点での算定結果の活用・情報公開の方法について、ご記入ください。】
＜例＞

・CSR報告書やwebサイト上でサプライチェーン排出量の削減量を開示

・CDP気候変動プログラムへの開示（スコープ3排出量の削減量を報告するCC14.3への回答）

	算定範囲
	【現在の算定範囲をご記入ください。】

＜例＞

・組織範囲：本社＋国内グループ会社

・サプライチェーン範囲：カテゴリ1、4、5、6、7、11、12

  （ただし、出張（カテゴリ6）、通勤（カテゴリ7）は、本社のみ）

	サプライチェーン排出量の削減取組
	【サプライチェーン排出量の削減取組をご記入ください。】
＜例＞

・工程間輸送を一定の規模でまとめ、トラック本数を２割低減。

・省エネ性能の高い製品の市場投入・販売台数増加。

	算定結果の経年評価
	【経年評価の実施有無について、ご記入ください。】

＜例＞

・2013年度と2014年のサプライチェーン排出量を、算定カテゴリ合計（カテゴリ1、4、5、6、7、11、12）で比較評価を実施。

	
	【経年評価の実施にかかる課題について、ご記入ください。】

＜例＞

・売上高の変化によって企業の活動量そのものが変化したため、サプライチェーン排出量の前年比の増減が、削減取組の効果と一致しない。

・削減取組の効果をどのように評価すればよいか分からない。

	算定結果の開示
	【算定結果開示の実施有無について、ご記入ください。】
＜例＞

・CDP気候変動プログラムで開示（CC14.1（カテゴリ別排出量）、CC14.3（カテゴリ別削減量））。

	
	【算定結果開示にかかる課題について、ご記入ください。】

＜例＞

・昨年度から算定範囲を拡大したため、サプライチェーン排出量の総量が前年度に比べて大幅に増加し、着実に進めていた削減取組の効果が飲み込まれてしまった。こうしたケースでは、削減取組の効果をどう経年評価し、開示すればよいのか分からない。

	課題と希望支援内容
	【上記課題について、希望する順に課題と支援内容をご記入ください。】

＜例＞

・売上高の変化によって企業の活動量そのものが変化するケースにおいて、サプライチェーン排出量の削減取組の効果を経年で評価・開示する方法を指導してほしい。


	【２．活用】　（１）　サプライチェーン排出量削減取組み実績（計画）の内容

	削減取組み実績

（計画）の内容
	【削減取組み実施（計画）時期について、ご記入ください】

＜例＞

・2013年度に実施済
・2015年9月～12月に実施予定

	
	【削減取組み内容について、具体的にご記入ください。】

＜例＞

・自社内での取組みとして、工場での歩留まり改善により、主要資材の購入量を削減。カテゴリ1の削減効果を期待。

・サプライヤー（資材メーカー）との連携取組として、サプライヤーが提案する薄肉型の新資材を部分的に採用。カテゴリ1やカテゴリ4の削減効果を期待。

（※　新素材を顧客に提案して採用された資材メーカー（サプライヤー）側が
応募することも可能です

・お客様との連携として、消費者に環境負荷の少ない製品の購入を推奨。カテゴリ11の削減効果を期待。

	削減取組み範囲
	【削減取組みの範囲について、該当するものをお選びください。】

	
	①　自社のみ
	②　グループ会社と

連携
	③　サプライヤーや

お客様と連携

	削減取組みとその評価にかかる課題
	【削減取組みとその評価について、直面する課題と希望する支援内容をご記入ください。また、グループ内外との連携そのものについて課題をお持ちの場合などもご記入ください】
＜例＞

・取組みの削減効果については既に算定しているが、妥当性に不安がある。我田引水の評価となっていないかを確認してほしい。

（※　サプライチェーン上の、あるカテゴリの削減取組みが、波及的に他のカテゴリの排出量に増減をもたらしている場合などを想定しています）
・サプライヤーの省エネ取組み状況を把握し、カテゴリ1の削減効果として計上を考えているが、信頼性の高いデータが得られない（例：データが経年で大きく増減する）。信頼性の高いデータを収集するための支援をしてほしい。


	【共通】　グリーン・バリューチェーンプラットフォームに開示可能な内容　

	開示可能な内容

（該当する方に○）
	定性的内容のみ開示可能
	定性的内容に加え、サプライチェーン排出量算定結果の15カテゴリの割合も開示可能

	その他（任意）
	【アピールしたい内容があればご記入ください。】




	【共通】　ご意見・ご要望等（任意）

	


以上
（別紙）





社印、契約印などの公的な印鑑をご使用ください。





連絡担当者は２名までご記入いただいて構いません。
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